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第５章 保健福祉部 

 

第１節 福祉総務課 

 

   〔総括概要〕 

 

    福祉総務課の主な分掌事務は、地域福祉計画に関すること、栃木市社会福祉協議

会に関すること、民生委員・児童委員に関すること、地域福祉の推進に関すること、

障がい者福祉関係団体の育成指導に関すること、更生保護業務の支援に関すること、

災害時要支援者に関すること、災害見舞金等に関すること、日本赤十字社に関する

こと、地域福祉センターの管理運営に関すること、社会福祉法人の定款認可等に関

すること、社会福祉事業の経営に係る指導監督に関すること、指定障害福祉サービ

ス事業者及び指定障害者支援施設の指定等に関することである。 

    地域福祉係では、栃木市社会福祉施策推進委員会を開催し、福祉に関する各種施

策等についての検討及び各種計画策定に際しての協議を行った。  

また、市北部地域（都賀西方地域）における乳幼児から高齢者までの健康づくり

と高齢者の生きがいづくりの拠点となる「栃木市北部健康福祉センター（仮称）」

を整備するための新築工事に着手した。 

検査指導係では、平成25年度から社会福祉法人の定款認可及び指導監査事務等を

行っており、栃木県知事から市長への事務処理特例制度の活用による社会福祉事業

の経営に係る指導監督等の事務を行うとともに、障がい福祉サービス事業者の指定、

保育所の認可及び業務検査指導等の事務への取組みなど、社会福祉事業の適正な運

営に資するよう努めた。また、国において社会福祉法人指導監査実施要綱が制定さ

れたことにより、市内社会福祉法人に対し指導監査ガイドラインによる全国統一基

準の指導監査を実施した。  

 

 地域福祉係   

 

１ 社会福祉施策推進委員会の開催  

  社会福祉施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、栃木市社会福祉施策推進委員会

を開催し、平成26年度に策定した「栃木市障がい者福祉計画」、「第6期高齢者保健福

祉・介護保険事業計画」の進捗について検討を行うとともに、「栃木市障がい者差別解

消の推進及び共生社会の実現をめざす条例」及び「栃木市手話言語条例」の制定に伴う

協議を行った。 

会議名 実施日 内 容 

委員会 6月25日(月) 

・栃木市障がい者福祉計画の進捗状況について 

・第6期栃木市高齢者保健福祉・介護保険事業計画

の進捗状況について  

・障がい者日中サービス支援型共同生活援助事業者
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の協議会等への報告・評価について 

・障がい者の権利擁護・情報の保障を実現するため

の条例の策定について  

障がい者福祉 

専門部会 

及び 

権利擁護 

専門部会 

7月20日(金) 

講演 

・演題：「障害者差別解消の推進及び情報保障、コ

ミュニケーション手段の利用促進について～地

方自治体及び市民の責務から考える～」  

・講師：松永千恵子（国際医療福祉大学  医療福祉

学部教授） 

権利擁護専門部会  

・正副部会長の互選について  

障がい者福祉専門部会及び権利擁護専門部会  

・障がい者の権利擁護・情報の保障を実現するため

の条例素案作成にあたって  

・市民公聴会の開催について  

障がい者福祉 

専門部会 

及び 

権利擁護 

専門部会 

9月28日(金) 

・栃木市障がいを理由とする差別の解消を推進し共

生社会の実現をめざす条例(仮題)（素案）及び栃

木市手話言語条例（仮題）（素案）制定について  

委員会 10月12日(金) 

・栃木市障がい者差別解消の推進及び共生社会の実

現をめざす条例（仮題）（素案）及び栃木市手話

言語条例（仮題）（素案）について 

委員会 12月17日(月) 

・正副委員長の互選について  

・専門部会について  

・栃木市地域福祉計画・地域福祉活動計画の策定に

ついて 

 

２ 地域福祉計画の推進 

平成26年度に策定した「栃木市地域福祉計画」の推進のため、栃木市地域福祉計画推

進懇談会を開催した。  

実施日 内 容 

9月18日(火) 
・地域福祉計画・地域福祉活動計画の評価及び平成 29年度の取組み

について 

 

３ 障がい者就労支援  

栃木特別支援学校の生徒に対し、実際の職場における就業体験を通して、卒業後の就

労に向けての訓練に協力した。  
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４ 身体障がい者福祉関係  

障がい者の体力増進を図るため、次の事業を実施した。 

(1) 体力回復トレーニング  

・実施日 9月16日(日) 

・場 所 ツインリンクもてぎ、益子町ほか 

・参加者 50人 

(2) 第13回障がい者軽スポーツ大会  

・実施日 3月3日(日) 

・会 場 栃木市勤労者体育センター 

   ・参加者 42人 

 

５ 民生委員・児童委員関係  

  市内17協議会による栃木市民生委員児童委員協議会連合会の事務局として、各協議会

相互の連絡調整、情報の共有、委員の資質向上のための研修会開催等の支援を行った。 

なお、栃木地域においては民生委員・児童委員193人（12区の協議会）が、関係機関

と連携協力のもと各種調査相談等を行った。そのうち主任児童委員24人は、特に児童福

祉に関する活動を専門的に行った。  

 (1) 相談・指導状況                         （単位：件） 

地域福祉･在宅福祉 家族関係 住 居 保健･医療･健康 仕 事 生活費 

201  19  43  116  2  25  

年金･保険 非行･養護･健全育成 生活環境 その他 計 委員1人当たり件数 

6  135  45  788  1,380  7.2  

(2) 調査等状況                           （単位：件） 

調  査 証明事務 
施設団体公的 

機関との連絡 

諸会合･行事  

への参加 

友愛訪問･安否  

確認のための訪問  
計 

委員1人 

当たり件数 

6,807  113  3,939  18,110  29,584  58,553 303.4  

 

６ 日本赤十字事業 

  人道・博愛の精神を基調として、社会福祉増進のため募金及び災害救護を実施した。 

 (1) 赤十字活動資金(社資)募集実績額 

 地域 目標額 (円) 実績額 (円) 達成率(％) 

 栃木 - 7,211,352  - 

 大平 - 2,913,850  - 

 藤岡 - 1,594,668  - 

 都賀 - 1,158,000  - 

 西方 - 643,300  - 

 岩舟 - 1,753,850  - 

 合計 17,458,000  15,275,020  87.5 
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(2) 災害による救援品配布状況  

ア 火災による援護品配布状況  

 地域 世帯数(世帯) 家族数(人) 毛  布(枚) 布  団(組) 緊急セット(個) 

 栃木 1 1 1 1 1 

 大平 - - - - - 

 藤岡 1 4 4 4 1 

 都賀 1 2 - 2 1 

 西方 - - - - - 

 岩舟 - - - - - 

 合計 3 7 5 7 3 

(3) 講習会等 

   ・健康生活支援講習     3回 

   ・救急法講習        7回 

   ・幼児安全法講習      1回 

   ・水上安全法講習      2回 

 

７ 災害見舞金給付状況                       (単位：件） 

全焼件数 半焼件数 部分焼 全壊件数 半壊件数 部分損壊 入院 火災死亡 

8 3 7 - - 34 1 1 

 

８ 北部健康福祉センター（仮称）整備事業  

市北部地域（都賀西方地域）における乳幼児から高齢者までの健康づくりと高齢者の

生きがいづくりの拠点となる「栃木市北部健康福祉センター（仮称）」を整備するため、

新築工事に着手した。 

種別 施工業者等 工期等 

建築工事 ワタナベ・大澤特定建設工事共同企業体  
平成30年10月1日から 

令和 2年3月10日まで 
電気設備工事 大興・荒井特定建設工事共同企業体  

機械設備工事 サルカン・セキネ特定建設工事共同企業体  

工事監理業務 株式会社フケタ設計  
平成30年9月12日から 

令和 2年3月24日まで 

 

９ 地域福祉センター  

(1) ふるさとふれあい館 

ア 利用状況 

・年度別利用者数  

年度 

区分 
平成28年度 平成29年度 平成30年度 

利用者数（人） 17,224人 17,053人 18,808人 
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・開館日数 316日 

・1日平均入場者数 59.5人 

・月別内訳 

区分 

 

 

 

月別 

研
修
室 

和
室 

ボ

ラ

ン

テ

ィ

ア

ル
ー
ム 

陶
芸
室 

木
工
室 

学
習
室 

ロ
ビ
ー
・
応
接
室 

合
計 

開
館
日
数
（
日
） 

4 621 354 89 108 28 146 236 1,582 26 

5 934 271 106 195 17 253 430 2,206 25 

6 667 351 80 102 29 200 112 1,541 28 

7 645 337 65 85 18 126 158 1,434 28 

8 651 321 77 60 16 135 220 1,480 28 

9 551 323 66 84 25 156 177 1,382 26 

10 736 358 67 117 11 224 163 1,676 28 

11 610 360 62 70 16 145 197 1,460 26 

12 547 290 81 57 25 147 208 1,355 24 

1 572 337 96 5 23 175 182 1,390 24 

2 760 303 126 65 31 172 178 1,635 25 

3 645 323 126 104 27 206 236 1,667 28 

合計 7,939 3,928 1,041 1,052 266 2,085 2,497 18,808 316 

イ 事業実施状況（指定管理者による自主事業）  

ふるさとふれあい館のロビーや通路の壁側に、毎月、利用団体の作品の展示を行

い、文化活動の活性化を図っている。  

また、回遊式庭園のため、市民が気軽に来園し散策等出来るように、ベンチの設

置やレジャーシート貸し出しを実施した。  

さらに以下のとおり自主事業を実施した。  

(ｱ) 伝統文化体験  

日本伝統文化の魅力を感じてもらうために、親子和菓子作り体験会を開催した。 

・参加者 25人 

(ｲ)  学習支援 

自宅で落ち着いて学習が出来ない、家庭の事情で塾に行けない生徒に対し学習

支援を実施した。  

・開催回数 43回 

・延べ人数 305人/年 
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(ｳ) 夏休みボランティアスクールの開催  

夏休みに小学生を対象に点字や手話体験・アイマスク体験・車椅子体験などを

実施した。 

・参加者 35人 

(ｴ) 認知症徘徊高齢者声掛け模擬訓練の実施  

認知症高齢者等に対する地域住民の理解を深めるとともに、声掛け訓練を実施

することで、実践力を醸成することを目的に、模擬訓練を実施した。 

・参加者 109人 

(ｵ) ふれあい健康福祉まつりの開催  

ふるさとふれあい館利用者の作品展示及び発表、点字体験、福祉体験、模擬店

などを実施し、ふれあい館や福祉についてのＰＲを行った。  

・参加者 約1,000 人 

(ｶ) エコキャップ回収運動  

ペットボトルキャップの収益金を世界の子ども達のワクチン購入のために寄付

するエコキャップ回収運動を実施した。  

・83,850個/年 

(ｷ) 高齢者サロンの開催 

高齢者の集いの場として毎月サロンを実施した。  

・延べ 251人/年  

 (2) あいあいプラザ  

・年度別利用者数  

年度 

区分 
平成28年度 平成29年度 平成30年度 

利
用
者
数 

大人 1,563人 1,317人 871人 

子ども 4,809人 5,569人 4,557人 

計 6,372人 6,886人 5,428人 

開館日数 307日 308日 280日 

日平均利用者数 20.8人 22.4人 19.4人 

 

 検査指導係   

 

１ 社会福祉法人等の認可及び届出の延べ件数 

 (1) 社会福祉法人                  （単位：件）  

 設立認可 定款変更 その他 合計 

社会福祉法人 - 3 - 3 

 (2) 障がい福祉サービス事業所                   （単位：件） 

 
指定 指定更新 変更届 

休止・ 

廃止届 
合計 
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障がい福祉 

サービス事業所 
15 42 216 11 284 

 (3) 保育所等                          （単位：件） 

 設置認可 

開始届 
変更届 

休止・ 

廃止届 
合計 

保育所 1 1 2 4 

小規模保育事業 - - - 0 

一時預かり事業 1 2 - 3 

放課後児童健全育成事業 3 3 - 6 

認可外保育施設 2 2 1 5 

 

２ 検査指導（実地・集合）業務の実施延件数               （単位：件） 

種   別  
指導監査  

対象件数  

指導監査  

実施件数  

 社会福祉法人  22 12 

 社会福祉施設等  514 173 

高
齢 

地域密着型介護サービス事業 (介護予防サービス事業含む） 63 10 

居宅介護支援事業  56 8 

介護予防支援事業  8 0 

第１号事業  129 2 

障
が
い 

障がい福祉サービス事業  113 59 

地域活動支援センター  4 4 

児
童 

保育所  16 16 

一時預かり事業  9 9 

特定教育・保育施設  34 28 

小規模保育事業  4 3 

特定地域型保育事業  4 3 

放課後児童健全育成事業  50 16 

児童館  6 3 

認可外保育施設（認定こども園併設含む）  18 12 


